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東日本大震災による東京電力福島第一原子力発電所事故後、2011年3月31日に日本小児内

分泌学会「東北地方太平洋沖地震に関わる小児甲状腺疾患診療プロジェクトチーム」は「放

射性ヨウ素への被ばくに対し安定ヨウ素剤（ヨウ化カリウム）を予防服用した妊婦から出

生した児および同じく小児の管理指針 －初期管理編－ （第1版）」1)を作成し、公表した。 

福島第一原子力発電所事故後に安定ヨウ素剤が自治体の判断により配布され、内服が指

示された地域では9歳以下の小児での内服率は63.5％にとどまり、特に2歳以下では48.9％

と低かった。内服しなかった理由として、「薬剤の安全性への不安」が46.7％を占めた2)。

また、福島第一原子力発電所事故後、授乳婦の69.1％が混合栄養又は人工乳栄養を選択し、

その理由として授乳婦の20.3％が「母乳の放射性ヨウ素汚染が不安であった」と回答し、授

乳婦の75.5％が水道水ではなくペットボトル飲料水を利用したことも明らかになっている

3)。 

2017年、様々な新知見を踏まえ、世界保健機関（World Health Organization, WHO）

は安定ヨウ素剤による甲状腺ブロックについてのガイドライン「Iodine thyroid blocking:  

Guidelines for use in planning and responding to radiological and nuclear emergencies」

（1999年に作成4））を改訂した5)。原子力規制庁はWHOのガイドラインの改定の趣旨を反

映させる目的で、「安定ヨウ素剤の配布・服用に当たって」（2013年7月9日作成、2016年

9月30日最終修正）6)を改訂することになった。これを受けて、日本小児内分泌学会甲状腺

委員会では、様々な診療指針を参考にしつつ7)-13)、「放射性ヨウ素への被ばくに対し安定ヨ

ウ素剤を予防服用した妊婦から出生した児および同じく小児の管理指針 －初期管理編－ 

（第1版）」1)を改訂することになった。 

小児、特に乳幼児が大量の放射性ヨウ素にさらされると、後に甲状腺がんの発症率が増

加することが知られている14), 15)。胎児の被ばくと甲状腺がん発症については関連が証明さ

れていない11), 16), 17)。一定の被ばくが予想される場合には、安定ヨウ素剤が投与される。こ

れにより、甲状腺への放射性ヨウ素の取り込みをブロックすることが可能となり、甲状腺

がんの発症を抑えることができる。安定ヨウ素剤の投与は災害対策本部の指示のもと「原

子力災害対策指針」18)に従って行われる。 

安定ヨウ素剤の大量内服は甲状腺機能に一過性の障害をきたすだけでなく、妊婦あるい

は授乳中の女性に対する投与では胎児～新生児の甲状腺機能に一過性の障害をきたす可能



 

 

性があることが知られている19)。 

チェルノブイリ原子力発電所事故の際、安定ヨウ素剤の投与（原則1回投与）を受けた小

児12,084人では、長期にわたる甲状腺機能障害は認められなかった。また、生後1日目に安

定ヨウ素剤の投与を受けた新生児3,214人では、甲状腺機能低下症が12名（0.37%）に認め

られたが、16～20日後にはすべて正常化していた20)。このような一時的な甲状腺機能低下

症によって神経発達に影響があるかどうかについて信頼のおける報告はないが、いくつか

の重要なガイドラインでは潜在的な危険性への配慮から新生児の甲状腺機能について慎重

な対応を要するとしている4), 7), 11), 13)。 

授乳中の女性が放射性ヨウ素に曝露されている可能性がある場合、母乳を介して新生児

に放射性ヨウ素が移行するため、原則的に母乳哺乳を休止することが望ましい9), 11), 21)。 

放射性ヨウ素の曝露が一時的であり、放射性ヨウ素に曝露前24時間から曝露後2時間以内

に授乳婦と乳児が安定ヨウ素剤を内服した場合、被ばくリスクが極めて低いと考えられる

ので授乳婦は母乳哺乳を継続することができる9), 11)。ただし、新生児は甲状腺機能の評価が

必要となる4)。 

安定ヨウ素剤の効果は24時間であり、引き続き被ばくが続く場合は24時間毎の追加内服

が必要となる4), 11)。新生児・乳幼児・妊婦・授乳婦は1回内服後、被ばく地域から避難する

ことが原則である。2回以上の投与がなされた場合には甲状腺機能異常の頻度が増加すると

予想される5), 7), 9), 11)。被ばくが続くために止むを得ず授乳中の女性が安定ヨウ素剤を反復内

服せざるを得ないような場合、放射性ヨウ素が母乳を介して移行し新生児・乳児の甲状腺

に障害をきたすことが懸念されることから、母乳哺乳は休止が望ましい。母乳哺乳を休止

できない場合は、新生児・乳児の甲状腺機能モニタリングを行う11)。 

 

 

 

 

管理指針： 

I.   妊婦が安定ヨウ素剤を予防内服した場合 

① 出生前に行う検査 

油性ヨウ素含有造影剤（1 mLあたり480 mgのヨウ素を含み5～8 mLを注入する）を

用いて行われた子宮卵管造影検査後の妊娠において、ヨウ素過剰による胎児甲状腺

腫および新生児一過性甲状腺機能低下症の報告が散見される22)。また、バセドウ病母

体に無機ヨウ素治療を継続することにより妊娠後期に巨大胎児甲状腺腫を来たすこ

とがあることも知られている。 

健常妊婦に安定ヨウ素剤を投与したことに関する知見は存在しない。健常ボランテ

ィア成人に安定ヨウ素剤を50 mgあるいは100 mg単回投与した場合では、血中ヨウ



 

 

素濃度はそれぞれ投与前の5倍、7.5倍に上昇するが、甲状腺機能への影響はないとす

る報告が米国からなされている23), 24)。わが国では1週間のヨウ素制限後にヨウ素レシ

チン27mgを単回投与した場合、血中ヨウ素濃度は6倍に上昇するが甲状腺機能への

影響はないとする報告がある25)。安定ヨウ素剤を1週間投与した場合は10 mgでも甲

状腺機能は基準範囲内で微妙に変動する26), 27)。 

妊婦が安定ヨウ素剤（ヨウ化カリウムとして100 mg）を単回内服した場合、妊婦自

身の甲状腺機能検査および胎児甲状腺超音波検査は不要である。 

妊婦が安定ヨウ素剤を複数回内服した（24時間間隔）場合8), 9)、胎児に対する影響を

考慮して、内服2～4週間後に妊婦の甲状腺機能検査および、超音波検査（羊水過多、

胎児甲状腺腫大の評価）28), 29)（図1、図2）を行うことを推奨する。ただし、胎生初

期では胎児の甲状腺は形成途上で小さく、十分に機能していないので、超音波検査

による胎児甲状腺の評価は不要である。 

② 出生後検査 

通常通り新生児スクリーニング検査を受検し4), 8)、以降の対応は「先天性甲状腺機能

低下症マス・スクリーニングガイドライン」に準じる30)。 

TSHが血清表示で16以上24 μU/mL未満は再検、24～48 μU/mL以上あるいはFT4

が1.5 ng/dL未満の場合には、甲状腺機能低下症と診断し直ちに甲状腺ホルモンの補

充療法を開始する。 

早産児では安定ヨウ素剤の副作用が現れやすいことに留意する8), 31)。 

 

II.   授乳中の女性が安定ヨウ素剤を予防内服した場合  

母乳を介した児への放射性ヨウ素の移行を完全に防ぐ目的では、原理原則的には母

乳哺乳は休止することが望ましいが9), 11), 21)、現実的には母乳哺乳への対応は被ばく

リスク、避難状況に応じて異なる。 

母乳を介した児への安定ヨウ素剤の影響への配慮からは、単回内服の場合では影響

が少ないので、母乳哺乳は継続できる9), 11)。 

非汚染水を用いて乳児用調製粉乳（粉ミルク）を調整したり、乳児用調製液状乳（液

体ミルク）を確保したりすることに努める。 

①放射性ヨウ素の曝露が一時的であり、被ばくリスクが極めて低い場合 

母児ともに安定ヨウ素剤を1回内服する。 

放射性ヨウ素に曝露前24時間から曝露後2時間以内に授乳婦と乳児が安定ヨウ素剤

を内服した場合、被ばくリスクが極めて低いと考えられ、また、新生児自身も安定

ヨウ素剤を内服するため、授乳婦は母乳哺乳を継続することができる9), 11)。 

安定ヨウ素剤内服後に授乳した場合、母乳を介して児への安定ヨウ素剤の移行が想

定されるが、単回内服の場合、ヨウ素充足地域の日本においては、新生児の甲状腺



 

 

機能への影響の可能性は低いことが予想される。5), 9), 20)。 

②被ばくのリスクがあったが、直ちに避難できた場合（被ばくのリスクが多少とも危

惧される場合） 

母児ともに安定ヨウ素剤を1回内服する。 

母体が摂取した放射性ヨウ素が母乳中に移行し、乳児が内部被ばくする可能性があ

る。 

非汚染水を用いて調整した粉ミルクや液体ミルクが確保できる場合、放射性ヨウ素

に曝露後、数日間母乳哺乳の休止が望ましい9), 21), 32)。 

非汚染水を用いて調整した粉ミルクや液体ミルクの確保が困難な場合、母乳哺乳を

継続してよい。この場合、新生児の放射性ヨウ素の摂取を最小限にするために、授

乳婦は乳首と乳房を丁寧に石鹸とぬるま湯で洗って、表面の放射性ヨウ素を洗い流

し、乳児の口の周りを拭った後、母乳哺乳を行う11)。 

③安定ヨウ素剤内服後も避難できなかった場合 

このような状況が続くことは考えにくいが、非汚染水や液体ミルクが確保できる場

合、地域での環境中（水道水も含む）の放射性ヨウ素が検出感度以下または安全と

される基準値以下となるまでの数か月間は母乳哺乳の休止を勧める11), 21)。 

2011年の福島第一原発事故の際には、事故後60日前後で母乳中の放射線量が感度以

下であったことを根拠に、授乳の安全性が宣言されている33), 34)。 

非汚染水を用いて調整した粉ミルクや液体ミルクの確保が困難な場合、それらを確

保することを最優先とし、母乳哺乳を継続してよい。非汚染水を用いて調整した粉

ミルクや液体ミルクの確保ができた時点で、母乳哺乳を休止することを勧める。 

 

III.  新生児が安定ヨウ素剤を内服した場合  

一過性甲状腺機能低下症をきたす恐れがあるため、安定ヨウ素剤内服後2～4週間後、

甲状腺機能を評価する4), 7)-9), 11)。この場合、新生児の静脈血採取が可能な医療機関は

限られると想定されるため、新生児スクリーニングシステムを弾力的に運用し、対

象新生児が受検できるような施策が望まれる30)。甲状腺機能低下症と診断された場合

は、直ちに甲状腺ホルモンの補充療法を開始する。 

安定ヨウ素剤を複数回内服せざるを得なかった場合、甲状腺機能異常の頻度が増加

すると予想される。安定ヨウ素剤内服後2～4週に前述のごとく甲状腺機能を評価す

る4), 7), 8), 30)。 

 

IV.   乳児（日齢29以降～1歳の誕生日の前日まで）が安定ヨウ素剤を内服した場合  

甲状腺機能検査は不要である。 

安定ヨウ素剤を単回内服後に甲状腺機能低下症が起こる可能性は極めて低く20), 

23)-25), 27)、ヨウ素充足地域の日本においては更にまれと考えられる5), 9)。 



 

 

ただし、既に甲状腺疾患に罹患している場合、安定ヨウ素剤内服により甲状腺機

能に影響が及ぶ可能性がある。主治医に相談することが望ましい。 

可能な限り安定ヨウ素剤の複数回内服を避けるために、行政による避難等の対応

が必要である。複数回内服が避けられない場合は安定ヨウ素剤の内服後、2～4週

に甲状腺機能検査を行う。 

 

V.   安定ヨウ素剤の内服量 

        ヨウ化カリウムとして新生児は16.3 mg（ヨウ化カリウム内服ゼリー16.3mg「日

医工」®）、生後1か月以上3歳未満では32.5mg（ヨウ化カリウム内服ゼリー32.5mg

「日医工」®）、3歳以上13歳未満では50mg、13歳以上では100mg、母親は100 mg

とする。 

 

VI．  甲状腺機能低下症に対する治療  

医療機関を受診し、甲状腺機能低下症と診断された場合、「先天性甲状腺機能低

下症マス・スクリーニングガイドライン」に従ってレボチロキシンナトリウム（L-

サイロキシン、チラーヂンS®）による補充療法を行う30)。 

L-サイロキシンの初期治療量は、新生児（生後4週間まで） 10 μg/kg/日、乳幼児

（6歳まで） 5 μg /kg/日、学童以上（小学校1年生以降） 3 μg /kg/日とする。

過量投与に注意しながら、2～4週ごとに甲状腺機能を再検し、TSHを基準値囲内、

FT4を基準値上限付近に維持するように適宜増減する。 

安定ヨウ素剤の影響による一過性甲状腺機能低下症では数か月で治療は中止でき

る。 

なお、治療が必要となったケースでは、安定ヨウ素剤の影響による一過性の甲状

腺機能低下症ではなく、永続性の先天性甲状腺機能低下症や後天性甲状腺機能低

下症である可能性もあるため、その後の管理は専門施設へ依頼することが望まし

い。 

 

VII.  長期管理  

安定ヨウ素剤内服による一過性甲状腺機能低下症によって神経発達に影響があるか

どうかについて信頼のおける報告はないが、いくつかの重要なガイドラインでは潜

在的な危険性への配慮から新生児の甲状腺機能について慎重な対応を要するとして

いる7), 11)。 

一定程度以上被ばくした小児（例えば甲状腺等価線量が100mSv以上）に関しては将

来の甲状腺がんの発症リスクを視野に入れた定期的サーベイランス管理を考慮する。 

 

VIII.  安定ヨウ素剤としてヨウ化カリウムが使用できない場合 



 

 

ヨウ化カリウムに副反応を示し内服できない人やヨウ化カリウムが入手困難な場合

は、パークロレイト（過塩素酸カリウム、国内では試薬としてのみ販売されている）

20mg/ kg（最大1g）を内服することも検討する5), 10), 12)。 

 

 

なお、本管理指針は小児内分泌専門医以外の医師が利用することを想定して作成されて

いるが、その後の継続的な管理については可能な限り小児内分泌専門医へ依頼されること

が望ましい。管理方針についての相談は、日本小児内分泌学会事務局（jspe@ac-square.co.jp）

甲状腺委員会宛にて受け付ける。安定ヨウ素剤の配布、内服を指示した自治体では本管理

指針を活用していただき、安定ヨウ素剤を投与された管理対象者のフォローアップに役立

てて頂きたい。 
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図 1 在胎週数と胎児甲状腺横径 28) 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 在胎週数と胎児甲状腺周囲径 28) 
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